
産業空洞化問題と福祉政策の見直し
（スウェーデン）

（１）有力企業の国外移転と移転の背景

スウェーデンは長年、大企業が経済の中心

を占めてきていたが、最近一層スウェーデン

的性格を喪失している。国内市場の比重が一

層小さくなり国外市場に大企業が依存するよ

うになっているからだ。それは大企業にとっ

て２０～５０ヵ所の工場移転、５０～１００ヵ所以上

にわたる国外への進出を伴うこともあり、多

国籍企業化を意味する。

スウェーデンの国際的企業は９３年以降、会

社総数の７％にすぎないが産業界の労働者の

７０％を雇用し、急速に国際化が進んでいる。

一方、小企業（従業員５０人以下）の数は多く

産業界全体の３０％の労働者を雇用している。

１．産業空洞化の現状と問題
スウェーデンの国際的企業（上位２０社）は国

内では１８万５，１７４人を雇用し、国外では倍以

上の３８万９，２７５人を雇用していた（９７年）。そ

のほかの中小企業での雇用を含めるとス

ウェーデン産業界全体では６６万７，０００人を国

内で雇用している。一方国外では６２万７，１２９

人を雇用しており、従業員の４８％が国外の社

員によって占められている。同時に外国企業

によって雇用されていたスウェーデン人労働

者は３０万１，０６９人だったので、スウェーデン

の国外での雇用は外国企業のスウェーデン国

内での雇用のほぼ２倍となる。

スウェーデン国際企業（上位２０社）の移転

先を従業員数からみると次のようになる。

（９７年の数字、産業技術開発庁Ｎｕｔｅｋ、「国

際的企業」５１ページから抜粋）

５

スウェーデンでは、企業本社の国外移転に伴う国内の産業空洞化問題の議論が活発化し

ている。政府は移転引き止め自体は行わず、ＥＵの競争原理に抵触しないようなかたちで

の援助を行っている。また今後は国内経済を活性化させるため、情報技術（ＩＴ）産業を

中心とした競争力強化、人材育成を図っていくことを目指している。福祉政策の見直しに

ついて一般世論は福祉水準の低下を望んでおらず、各政党では、福祉社会の効率を高める

ことに主眼を置いている。最近では公共支出削減が実施されていることから、国民は高福

祉社会の維持が困難になりつつあることを肌で感じている。
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地域別では欧州、米国に集中していること

がわかる。最近の傾向として９６～９７年の間に

東欧、米国で雇用を増やし、あわせて１万

６，０００人の雇用が増加した。大きな特徴とし

て、人件費の安さを利用した東欧での工場設

置、企業買収が目立っている。米国では市場

に近接することが理由だ。アジアでの雇用は

増加した一方、ＥＵ地域では１万１，０００人の

雇用減少がみられ、スウェーデン国内では２

万２，０００人の雇用が減少した。生産拠点の決

定は立地条件、西側市場に近いこと、自国内

での需要が喚起されること（ポーランドの自

動車工場がその例）、優遇政策がとられてい

ることなどが要因となっている。

スウェーデンの国外での雇用は、産業界、

サービス業界ともに大手企業が主として行っ

ている。製造業ではエレクトロラックス

（Ｅｌｅｃｔｒｏｌｕｘ、家電）、エリクソン（Ｅｒｉｃｓ‐

ｓｏｎ、テレコム）、ＳＫＦ（ボールベアリング）、

ボルボ（Ｖｏｌｖｏ、自動車）、アトラスコプコ

（ＡｔｌａｓＣｏｐｃｏ、機械）、スカニア（Ｓｃａｎｉａ、

トラック）などが国外で製造・販売での雇用

を行っている。またサービス産業ではへネス

＆マウリッツ（Ｈｅｎｎｅｓ＆ Ｍａｕｒｉｔｚ、衣料

品販売）、セキュリタス（Ｓｅｃｕｒｉｔａｓ、警備

保障会社）が小売店店員、警備人の国外雇用

を大々的に行っている。

以上はあくまで生産拠点を主とした議論で

あったが、最近では本社そのものを移転する

動きが顕著になってきた。そのきっかけを

作ったのがＡＢＢ（アセア・ブラウン・ボベ

リ、重電）のスイスへの移転（８９年）であり、

そのあともファーマシア＆アップジョン

（Ｐａｒｍａｃｉａ ＆ Ｕｐｊｏｎ、製薬）の米国

（ニュージャージー）への本社移転、ストラ

（Ｓｔｏｒａ、製紙）のフィンランドへの移転、

アストラ（Ａｓｔｒａ、医薬品）の英国への移転、

エリクソンのロンドンへの移転（９９年）が

続々と発生した。本社移転にはその形態から

３つのカテゴリーに分けられる。１つはコン

ツェルン首脳陣が移転するものでスウェーデ

ン企業としての性格が失われる。その例とし

てイケア（Ｉｋｅａ、家具）、テトラパック

（ＴｅｔｒａＰａｋ、包装材）があげられる。その

外国企業のスウェーデン国内での雇用者数

国 名 従業員数
米国 ５１，１３８
オランダ ３４，９０５
スイス ３４，４２５
フィンランド ３３，６８５
英国 ３２，８６５
デンマーク ３０，０２０
ノルウェー ２８，８５６
フランス ２１，７３２
ドイツ １７，４６７
日本 ３，４１５
キプロス ２，４１９
オーストリア ２，００３
ベルギー １，７４０
サウジアラビア １，０３５
イタリア ８４１
その他 ４，５２３
合 計 ３０１，０６９人

スウェーデン企業の国外での雇用者数

国 名 従業員数
米国 ９４，８３７
ドイツ ７１，７２４
英国 ５５，２８６
フランス ３８，４２２
デンマーク ３３，２７６
イタリア ３３，０５８
ノルウェー ２８，５４４
フィンランド ２４，５３８
スペイン １９，６１６
ベルギー １９，０８１
ブラジル １８，４２６
オランダ １８，１０４
ポーランド １１，１３３
オーストリア ９，９３９
カナダ ９，８６５
その他 １４１，２８０
合 計 ６２７，１２９人
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移転理由は相続上の課税を軽減するためで、

それぞれデンマーク、ルクセンブルクに移転、

スウェーデンでの株の上場は考えておらず完

全に多国籍企業化している。２つ目は本社機

能を移転することである。本社機能移転の多

くは金融、人事、広報、法務部門の移転であ

るが、場合によってはＩＴ、研究部門も含ま

れる。アクゾノーベル（ＡｋｚｏＮｏｖｅｌ、化

学）が９４年に誕生した際に、スウェーデンに

あったノーベルの本社機能のうち金融部門だ

けがアクゾ（オランダ、アルンへム）の本社

に移転した。アセア（改名後はＡＢＢ）は８９

年にスイスのブラウン・ボベリと合併した際

にスイスに本社を移転させている。理由とし

てブラウン・ボベリのほうが大きかったこと、

金融の中心地としてスイスがふさわしかった

ことがあげられる。３つ目には、登記上、国

籍を移転させるケースである。ストラはフィ

ンランドのエンソ（Ｅｎｓｏ、製紙）と合併し

た折に本社をヘルシンキに移転させたが、株

の配当への無税が要因だった。同様にメリタ

・ノルド（ＭｅｒｉｔａＮｏｒｄｏ）銀行も同じ理由

でヘルシンキに本社を置いた。後述２社とも

に規模的にはスウェーデン企業のほうが大き

か っ た。 ア ス ト ラ は 英 国 の ゼ ネ カ

（Ｚａｎｅｃａ）と９９年に合併したが実態はゼネ

カに吸収されたかたちで、金融の中心地ロン

ドンが、グローバルな事業展開上、有利と判

断したためである。最近の事例では本社の移

転にそれぞれ理由があるが根底には企業活動

のグローバル化がある。

（２）企業にとっての主要移転先、移転先の

魅力と移転のメリット

移転の例には本社、生産拠点、研究所移転

が考えられる。以下、それぞれのケースでの

移転先やその魅力などを考察する。

① 本社の移転

「エリクソンはロンドンに移転する計画」

とか「ファーマシア＆アップジョンはニュー

ジャージーに本社の移転を計画」などの見出

しが目立つようになっている。

スウェーデンからの本社移転先は西欧（ロ

ンドン、ブリュッセル、フランクフルトに集

中）、および米国に集中、その理由には大き

く分けて次のケースが考えられる。

１．顧客への近接の必要性

２．供給業者との関係強化

３．ライバル企業への近接

４．研究開発の中心地への進出

５．法人税の低い地域への進出

６．個人所得税の低い地域への進出

７．経済政策上、有利な地域への進出

８．交通の便の良さ

９．合併による移転

１０．買収による強制移転、傘下コンツェルン

の拡大に伴う本社の移転

移転例を分析するといくつかの理由が重複

している場合が多い。産業連盟調査協会

（ＩＵＩ）が行ったスウェーデン上位５０社を抽

出したインタビューによると、一番大きな比

重を占めていたのがスウェーデンの会社首脳

陣自身の勤労所得に対する課税率の高さ、そ

して交通の便の悪さであった。同国の累進課

税率は他国と比較して高く、月給１万８，２７５

クローネ以上の所得では、国税（２０％）が加

わり平均課税率は５２％となる。それ以下の所

得では平均３１～５０％の課税率（地方税）とな

る。例えば英国では所得税はスウェーデンよ

りはるかに低く、企業首脳陣にとっては英国

への移転が大きな魅力となっている。またス

トックホルムはロンドン、チューリヒと比較

すると国際空港としての乗り継ぎの便がはる

かに悪い。欧州の北に位置しているとの心理

的要因も無視できない。企業の合併、買収、

傘下コンツェルンの企業拡張による本社移転

は外的要因のものである。そのほかに顧客へ

の近接性が重要であると答えたものも多かっ

た。７０年代のスウェーデン企業の国際化時の
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雇用流出問題では、国外進出が国外市場での

シェアーを確保し輸出を増大させると考えら

れていたので、国外進出の理由は違ってきて

いる。大企業５０社のうち今後３年間に本社を

移転しないと答えた首脳陣は７９％、残り２１％

は考慮中、あるいは実施中か実施済みとの答

えであった。

② 生産拠点の移転

生産拠点を移す理由には税率が低いこと、

費用削減、市場への近接、受け入れ国からの

生産設備設置要求、スウェーデン国内での環

境規制強化、グローバル市場の観点からの地

域市場の強化、物流上有利な位置への進出な

どが考えられる。アイルランドは、海外から

の投資誘致に低い税率をインセンティブとし

ておりスウェーデンの家電工場が進出してい

る。また費用削減では人件費の安い東欧に対

する進出が最近盛んだ。ＡＢＢはポーランド、

ハンガリーなどに進出している。スウェーデ

ンの企業は９０年には東欧ではわずかに７００人

しか雇用していなかったが、９７年には４万

６，８００人を雇用するようになっている。進出

の大部分は製造業であるが最近では金融業界

の進出も盛んになっている。市場への近接と

の理由から米国への進出が盛んだ。スカニア

トラックは米国で工場を操業させているが、

その理由としては国外企業とのしてのイメー

ジ刷新（地元企業化）、納品のタイムラグの短

縮などがあげられる。ボルボトラックはブラ

ジルでトラック組立てを行っているがそれは

ブラジル政府の要求でもある。また自国内で

の環境規制が激しく、より規制の少ない国へ

の進出、グローバル市場の観点から地域市場

での強化を行うために生産拠点を進出させる

などが考えられる。ボルボはタイで乗用車の

組立てを行っていた。人件費の安さに加え、

タイに工場を進出させることで同国側の要求

に沿ったものである。物流の流れから市場に

卸しやすい場所も進出先として考えられる。

事務用品メーカーのエッセルテー（Ｅｓｓｅｌｔｅ）

が最近ポーランドに書類とじ工場を取得しス

ウェーデンから生産の拠点を移したが、同じ

ように人件費の安い東欧の中でポーランドを

選択したのは西側諸国、スウェーデン、ロシ

アへの輸送のかなめにあるためだった。

③ 研究所の移転

スウェーデンは研究開発に最も力を入れて

いる国であり９７年にはＧＮＰの３．９％に相当す

る額が研究開発費に支出された。これは

ＯＥＣＤ諸国中でも最高であり、その後に日

本、韓国の２．８％が続いている。この傾向は

一層増大する傾向にある。研究開発は企業の

生き残りの鍵である。９５～９７年の間にス

ウェーデンでは研究活動（研究日数Ｘ研究

員）で１０％の伸びがみられたが、同時期の国

外研究活動は３６％増加した。９７年のスウェー

デンの上位産業企業２０社をみると同国内での

研究が全体の６１％を占め依然として比重が高

いが国外においては米国、英国、ドイツ、イ

タリア、オランダの順で活発だ。国外のス

ウェーデン企業で研究開発に携わる人数は１

万７，６００人であったが、スウェーデンにおけ

る国外企業で研究活動に携わる人数は８，５００

人である。

研究所の設立理由には、研究員を確保しや

すいこと、政治的理由などがあり、必ずしも

費用面から立地がなされるわけではない。９８

年にエリクソンが中国に移動電話の開発研究

所を設ける構想（現在は中止状態にある）を

持ったことがあったが、それは自国の研究レ

ベルを上げたいとする中国側からの要請でも

あった。同社では市場の開放を進出の交換条

件にあげていた。有能な研究員を確保しやす

い点では米国のシリコンバレーが特筆され、

エリクソンが研究所を設けているのはこのた

めである。またエリクソンのライバルのノキ

アがスウェーデンのシリコンバレーといわれ

るシスタに研究所を開設したのは、移動電話
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の研究員を確保しやすいこと、ライバルのエ

リクソンの動向を注視することが理由であっ

た。経済的理由が移転の理由となることは希

である。

（３）企業の移転に伴う地元産業、財政、雇

用などへの影響

企業移転には本社移転、生産拠点の移転、

研究所の移転があることを指摘したが、本社

移転では比較的人数が少ないため、生産拠点

の国外移転と比較して地元産業に対する影響

は少ない。本社社員は比較的容易に転職でき

るが、工場労働者は失業した時に容易に転職

できないという面もある。しかし本社移転が

雇用の機会を減少させる点は否めない。情報

技術（ＩＴ）技術者、専門職が多いことは社

会全体の知識水準に大きく影響する。特に金

融活動などがロンドン、ニューヨークに移動

することは、長期的にみてストックホルムの

金融、株式市場の機能に否定的な影響を与え

るようになる。そして法人税が減少すること

も国家歳入にネガティブに作用する。従業員

１１万４，０００人を抱え世界で活動を行っている

セキュリタスは、９９年８月６日に本社をロン

ドンに移転させる決定を行ったが、首脳陣の

移転は国税庁にとって大問題でボーナスの数

億クローネの一部は英国で課税されることに

なり、その分だけスウェーデンの税収減とな

る。

９９年にＩＵＩではスウェーデン上位企業５０社

のスウェーデン本社での雇用効果を分析した。

これによると本社社員（６，６００人）の雇用額

（人件費）が９１億１，７００万クローネ、外部の

会社への依頼、発注（法律依頼、ＩＴサービ

ス、清掃会社などのサービスを含む）額が６３

億８，７００万クローネになると概算している。

また業界１人当たりの年間売上額を利用して

換算すると外注企業での雇用者数は５，３１２人

となる。表１を参照のこと。３年間で移転を

計画中の企業（２１％）の本社が移転してしま

うと本社員の１，４００人、外注企業の１，１００人が

移転、あるいは失業することになる。全ス

ウェーデン企業は規模的に１０倍なので２万

５，０００人の雇用が危うくなる。それは年間

８，０００人の雇用を失うことを意味することに

なる。

しかし地元産業に最も影響を与えるのが生

産拠点の移動だ。工場に勤務する工員からの

表１ スウェーデン上位５０社の財、サービス購入、９８年

（単位１００万クローネ）

本社社員の雇用額
（注１）

外注企業からの
購入額（注２）

業界１人当たりの
年間売上額

雇用者数（人）
（注３）

資本管理 ４６４ １７０ １．６ １０６
会計事務所 ２１０ １９４ １．０ １９４
法律サービス ７５２ ４０２ １．０ ４０２
マーケティング １，２２８ ６９１ ４．６ １５０
研究開発 ７２４ ５０２ １．１ ４５６
生産コンサルタント １３０ ９７ １．８ ５４
教育 ４４３ ２９１ １．０ ２９１
ＩＴコンサルタント ４，０７９ ２，９５９ １．４ ２，１１４
その他サービス １，０８９ １，０８１ ０．７ １，５４４
合 計 ９，１１７ ６，３８７ １．２ ５，３１２

（注１）本社社員の人件費など
（注２）外部の会社へ依頼発注している額
（注３）外注企業での雇用者数（外注企業からの購入額／業界１人当たりの年間売上額）
〔出所〕ＩＵＩ９９年報告
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税収がなくなり、また、移転することにより

代替雇用の機会が生じないと、失業会計支出

増加につながるため、公的財政はダブルパン

チの影響を受ける。同時に地域での勤労者に

対するサービス業や工場に対する納品業者の

打撃、その従業員の失業という大きな影響を

地域社会に与えることになる。ボルボは最近、

乗用車部門をフォードに売却したがその結果、

下請け企業での部品生産が縮小されるのでは

ないかとの危惧が生まれた。スウェーデンの

雇用の８分の１が自動車業界およびその下請

け業者で創出されているといわれ、大きな社

会不安を生み出している。フォードの社長は、

ボルボが従来通りの活動を続けることを約束

し交通安全対策研究所をボルボの中心地ヨ－

テボリィに置くことを約束しているが部品に

関する下請け業者への安定発注の約束はして

いない。

（４）政府、自治体による移転引き止めのた

めの対応・措置

本社移転が続き、スウェーデン企業が持つ

企業環境が最近議論されるようになっている。

そこでは、スウェーデン、外国の研究機関に

よる企業環境議論のきっかけを作ることにも

なった。しかし、その企業環境についての意

識調査では環境が改善されたとみる企業、悪

化したとみる企業がそれぞれあり、企業環境

に対する概念は一定ではない（スウェーデン

産業技術開発庁、「あいまいな企業環境の概

念について」、Ｄｅｇ　ｃｋａｎｄｅｂｅｇｒｅｐｐｅｔ

ｎ　ｒｉｎｇｓｋｌｉｍａｔ ６３ページ）。１０年程前には

企業環境、産業環境は未知の概念だった。８８

年になってメディアに報道されるようになり

９２年の景気後退の際に議論が始まり現在に

至っている。それは将来のスウェーデン経済

に対する不安の現われともみることができ、

同時に経済成長に対する興味が高まっている。

良い企業環境と高い経済成長が密接な関係を

持っていることがわかる。しかし企業環境に

は明確な概念はなく、強いて言えば企業活動

の前提条件と規定されるだろう。その中には

人為的要因と非人為的要因が考えられる。人

為的要因には税金、労働法、株の配当金に対

する二重課税問題、競争法、学校、医療、そ

のほかの公共サービスが考えられる。さらに

インフラ、学校教育での企業活動に対する積

極的な評価、産学提携などといったソフト面

の企業環境もその要因に含まれる。一方非人

為的要因には景気の動向がある。またある企

業環境が１社に好影響を与え、別の企業には

悪影響を与える場合もあることが価値判断を

困難にしている。また数千人を有する大企業

とスタートしたばかりの個人企業とでは、良

い企業環境という概念は違ってくる可能性が

大きい。株主の配当に対する要求も企業環境

であり、企業内環境も企業環境の一部といえ

る。

企業環境はその社会の雰囲気によって作ら

れることも事実だ。議論そのものが企業環境

を作り出す場合もある。特に国外からの評価

がスウェーデンに大きな影響を与える場合が

あり、それに対してスウェーデン企業は敏感

に同調、反応する傾向が強い。

また良い環境が作られても同時に否定的な

態度によって打ち消される場合もある。ス

ウェーデンのインフラ、例えば電話の完備、

優秀な技術者の存在などが同時に、欠勤率の

高さ、電話代の高さで否定的に評価される可

能性もある。高い税にしても、産業界では減

税が産業活動を有利にすると主張するが、労

働組合では税が社会の貧富の是正・均衡を

保っていると反論する。企業環境についての

議論を聞く場合、何をもとに論議が展開され

ているのか良く知る必要がある。

政府、自治体による移転引き止め策は、産

業の人為的要因を改善することであるが、直

接、個別企業に対して行うことは、内外の競

争上、貿易政策上の観点から制限がある。つ

まり競争を歪める恐れがありＥＵの競争の原
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則に反する場合もあるからだ。具体的手段に

は企業への直接補助、ローン、税法上の優遇、

ローンへの保証、研究開発援助、エネルギー

・地域産業振興政策、小企業補助金、失業者

雇用補助金（失業者を雇用すると半額が補助

される）などが利用されている。また最近の

具体的な政府の対応例として、スウェーデン

の累進課税率の高さにより国外からの技術者

を同国企業が招致しにくくなっていたことが

ハイテク企業のエリクソン本社ＣＥＯによっ

て指摘され、その結果、国外の専門家に対す

る減税特例措置が導入された。またアイルラ

ンド、シンガポールなど法人税が１０％の国で

活動している金融会社からの配当金は無税扱

いされることになり、エリクソンの本社をス

ウェーデンに引き止める政策に一役かってい

る（９９年１１月１５日付けＤａｇｅｎｓＩｎｄｕｓｔｒｉ紙）。

スウェーデン政府は企業の国外移転は事業

活動のグローバル化の現われであり、仮に

キャピタルゲインに対する税率を下げても国

外移転の動きに影響を与えることはできない

とみている。また減税はできない政治的背景

がある。しかしスウェーデン人の６８％は、ス

ウェーデン企業が本社を国外に移転すること

は問題であり、９９年１月にフォードがボルボ

の乗用車部門を買収することになった際、世

論の反応として政治家の責と答えたものが４６

％にのぼり、企業の税を引き下げるべきと主

張している。しかし法人税は既に２８％に引き

下げられ、実質的な支払いは１５％となってお

り、欧州で最低の部類に入る。残りは勤労所

得税、キャピタルゲインに対する税、雇用者

税の引き下げしかない。その引き下げは直接

国家財政を脅かすものであり、企業への減税

を支持するものが同時に社会サービス（医療、

養育、老人看護）の規模縮小を支持するかど

うかは疑問だ。答えた市民自身に矛盾がある。

企業移転は労働組合の責と答えたのは１％に

すぎなかった。

（５）今後、国外移転が伝えられる企業と移

転の概要

本社移転の例ではボルボの乗用車部門の

ケースが考えられよう。同社は９９年１月

フォードによって買収されたが、その本社機

能はいまだヨ－テボリィにある。フォードは

ボルボの持つ交通安全対策研究所を高く評価

し、フォード全体の安全技術開発の中心にす

ることを明らかにしているが、そのほかの本

社機能、例えば資金運用をヨ－テボリィです

るかどうかは未定で、将来の資金運用は米国

のフォード本社に移されることが考えられる。

また自動車業界に座席シートを提供してい

るボリエステーネ衣料会社では、ブラジル、

ポーランド、ポルトガルに工場進出を計画、

フォードのボルボ乗用車買収で、両社に製品

を供給しているボリエステーネは有利になる

とみられる。目標は数年で売り上げを３億

２，０００万クローネを１０億クローネに上げるこ

とであるが最近ではさらにドイツのマント

ラックからトラックの運転席の内装をまかさ

れた。国外進出は国際競争に対処するもので

ある。規模的に成長し、同時にボルボから要

求されている年間５％の効率改善を実現する

必要に迫られているため、本社の海外進出の

可能性も出ている。

（１）企業活動上、障害となる福祉政策、制

度の具体的内容

市民の生活の質を高める社会政策は、時に

は企業活動に否定的に機能する場合がある。

その例として、労働市場では手厚い失業手当、

労働組合の経営参加権、解雇順序での硬直的

な規則があげられる。一般市民生活では両親

休暇などがあげられる。失業手当は半永久的

に更新が可能で、労働組合の力の強さはほか

の欧州諸国と比較して大きく、慣れない外国

人経営者にとっては大きな障害となるだろう。

２．高福祉社会の問題点と福祉政策の

見直し
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ただし労働組合の強さが理由で、国外に本社

を移転した例は今までない。障害となる諸制

度の内容をみると次のような点があげられる。

〈両親休暇〉

８歳児までの養育のため、休暇を取得でき

る制度である。最高４５０日まで休暇を取得す

る権利が保証されている。休暇の３０日は母親、

３０日は父親に強制的に割り当てられており、

その休暇の権利を夫婦間で引き渡すことはで

きない。最初の３６０日は給料の８０％相当が国

から支給される。３６０日後は１日当たり６０ク

ローネが支給される。

〈妊娠特別手当て〉

妊娠中、女性が重労働に従事している場合、

雇用主は配置転換する義務を負っている。軽

い労働への配置転換ができない場合には、出

生６０～１０日前まで妊娠特別手当てが国から支

給される。

〈疾病手当て〉

企業にとって一番負担となる制度である。

最初の２週間の疾病手当ては企業が負担する。

病欠初日は支給されないがその後は給与の８０

％が企業から支給される。１週間以上の欠勤

には医師の診断が必要となる。２週間をすぎ

てからの疾病手当ては、社会会計事務所

（国）が１００％全額負担する。

〈失業会計〉

最低１２ヵ月以上失業会計に加盟し、最低

６ヵ月間勤続したものは、失業手当が受けら

れる。失業会計は雇用者と勤労者の拠出金か

ら成り立ち、労働組合が管理しているが、不

足すると国から失業会計に補助金が出る仕組

みである。失業後、週５日と計算され、最高

３００日まで１日当たり最高５４０クローネ、最低

２４０クローネが支給される。３００日経過し受給

資格が切れると、労働紹介所からの失業対策

事業、あるいは職業教育に半年従事すると、

再び失業手当の受給資格が得られるので永久

的に継続することが可能である。

〈労働組合の経営参画権〉

２５人以上の従業員がいる会社では労働者

（組合代表でなくとも良い）が役員会に代表

を送る権利がある。

〈労働者の新規採用、解雇順序、その他の規則〉

新規採用の場合には職業斡旋所に募集申告

義務がある。そのために採用が面倒になる。

解雇する場合でも規則では後から就職したも

のが最初に解雇される。特に小企業の場合、

有能な人物が後から雇用された場合、保持し

たくとも最初に解雇しなければならない。現

在そのために従業員１０人以下の企業では最高

２人は会社が自由に保持できる法案を上程中

だ。

さらに労働組合員の選出役員が職場への立

ち入り調査を行う自由が認められている。労

働組合役員はその理由で解雇されることはな

く、勤務中に活動する自由が認められている。

（２）今後の政策、制度見直しの可能性と重

点施策分野

両親休暇、妊娠特別休暇など一般市民の生

活の質を高める制度は改悪が困難で、会社側

でも表だって抗議することはできない。しか

し労働法の分野では、硬直的市場を修正しよ

うとの動きが出ている。上述のように１０人以

下の小企業では、最高２人まで会社側で解雇

規則を適用しないで保持することが認められ

る法律が上程されている。社民党政権を補佐

している環境党ではさらに考えを推し進め、

従業員が１０人を超える企業にも適用される提

案を出して、現在、社民党政権と法案の内容

をめぐり調整中だが、保守陣営では大賛成だ。

（３）同国経済産業福祉への影響

福祉国家の経済に対する影響の分析は数多

く出されており、そのいくつかを紹介する。

ＩＵＩでは福祉国家の経済（Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓｏｆ

ｔｈｅＷｅｌｆａｒｅＳｔａｔｅ）の調査プロジェクトを

推進しそのいくつかの論文が既に出ている。
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プロジェクトは次の３つのパートから成り立

つ（ｗｗｗ．ｉｕｉ．ｓｅ／ｐｒｏｇｒａｍ／ｈｔｍで検索可

能）。

① 福祉国家のダイナミック

福祉国家のもつダイナミックが経済活動に

及ぼす影響が分析されている。福祉国家が長

期的に個人の行動にどのように影響するかが

分析され、さらに福祉水準と経済活動との関

係、所得配分、雇用、経済成長との相関関係

が分析されている。既にいくつかの論文が出

ておりそれを一冊にまとめる予定である。

② 福祉国家と資本形成と経済成長

福祉システムが人的資源、資本、企業活動

に及ぼす影響が考察されている。一般的仮定

として、福祉システムは貯蓄性向に否定的に

働き、その結果、投資減退を招き、経済成長、

所得に否定的に機能するのではないかとの考

えが設定されこれを検証している。理論およ

び実測データの両面からのアプローチが試み

られている。

③ 社会組織と経済活動

さまざまな社会の組織形態（例えば公共部

門、民間企業）が経済活動に及ぼす影響と、

その社会組織が経済効率と知識の普及にどの

ように影響を与えるか考察されている。

またＮＵＴＥＫでは企業環境に対する研究

レポートを発表している。

その１つが「スウェーデン産業界と産業技

術」で１８章から成り立ち、その中には企業環

境、スウェーデンの多国籍企業、国外のス

ウェーデン進出企業、直接投資などが論じら

れている。さらにスウェーデン雇用者協会

（ＳＡＦ）、スウェーデン産業事務職労働組合

（ＳＩＦ）でも独自に調査を行いレポートを公

表している。

（４）高福祉見直しへの各界の反応

産業界は伝統的な福祉政策に対して明確な

政策変更を要求していない。代わりに企業環

境の改善を要求しており、資産税の廃止、株

の配当に対する二重課税の廃止、キャピタル

ゲインに対する税の廃止を長期的目標と考え

その一歩として「２５－２５－２５」提案を行って

いる。それは法人税を現在の２８％から２５％に

下げること、キャピタルゲインに対する税率

を現在の３０％から２５％に引き下げること、資

産課税対象の下限額を現在の９０万クローネか

ら２，５００万クローネに引き上げることである。

福祉見直しに関する世論では以下の意見が

代表的だろう。

「今スウェーデン社会は階級社会に変貌し

つつある。富裕者は益々、富裕に、貧困者は

益々、貧困になる傾向にある。それは危険な

兆候であり、民主主義社会を守るためにはス

ウェーデンの中産階級がゆとりを感じられる

社会作りが必要だ」と組合貯蓄銀行エリザベ

ス・ストルム副頭取は指摘する。「最近の世

論調査でも４分の３のスウェーデン国民は、

２０１０年まで継続して貧富の格差が増大するだ

ろうとみている。病人、老人看護は益々悪化

し、コミューンの公共企業は売却されるだろ

う。現在何が進行中なのか我々は十分理解し

ていない。大部分の市民は例えば新しい年金

制度が何を意味するか理解していない。我々

６０年代生まれの世代は騙された世代といえる

だろう。学校の教科書は無料で、誰かが我々

の余生の面倒をみてくれると学校で教えられ

てきた。しかし現実は悪くなる一方で、１０年

後には一部の層だけが所得を引き上げ住宅環

境を改善させるだろうが、同時に失業者、生

活保護を受ける者の数も増大すると国民は予

想している」と彼女は指摘する。世の動きと

しては益々、個人主義が台頭し、その弊害と

して「私と他人」の概念が強くなる。しかし

長所としては、縮小する福祉社会が新しい企

業家精神を発生させる。しかし長期的には振
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り子のように逆戻り現象も発生するだろう。

「歴史は繰り返す。誰かが個人主義反対を叫

ぶようになる」とみている（９９年１１月１０日付

けＤａｇｅｎｓＩｎｄｕｓｔｒｉ紙）。

右寄りの穏健党は行きすぎた高福祉、高負

担が一般市民の企業家精神を妨げ、補助金制

度に頼る気持ちを助長させていると考え、減

税をすることで一般の勤労者が補助金なしで

生活できるようにし、個人中心の社会作りを

目指している。自由党は介護補助金を導入し、

住宅補助金と育児手当を合わせて、各家庭へ

の補助金の必要性を検査することで社会福祉

への効率的支出を行うことを提案している。

キリスト民主主義党は主婦が職場に出なくて

も家庭の経済的悪化が起らないように提案し

ている。この提案は主婦を職場から台所に追

いやるとの他党からの批判もある。中央党で

は低所得者、中所得者への減税を実施し、そ

の代わりに環境税を強化することを謳ってい

る。医療、そのほかの保険制度では最低保証

サービスを設定し、それ以上のサービスには

料金制の導入を考えている。現政権を担当し

ている社民党は現在の制度、社会保険制度、

補助金は社会の公平を保つために必要との立

場をとっている。環境党は補助金制度の縮小

は、社会の貧富格差を拡大するとして反対で

ある。左党（元共産党）では失業会計、疾病

保険、両親休暇は社会の基本的安全を保証す

るものであり、高所得者と低所得者の間での

格差を是正する機能を持っていると考え、現

制度を肯定している。

しかし最近になって一部で導入されている

民間企業による医療、私立校での質、効率の

良さから、全面的ではないが公的活動への民

間企業の参加を評価する社民党政治家も出て

いる。ただし党内では少数派だ。

穏健党以外では、現行の社会福祉を維持す

ることが減税よりも大切と考えており、社会

福祉の改悪を唱えることは直ちに党の支持率

に影響を与えるので大幅な改革は考えていな

い。ちなみに一般選挙の投票率は８０％以上で

ある。

しかし現実には老人医療、一般医療活動の

内容が悪化しているのは事実で、その理由に

は政府からの公共支出の頭打ち政策があげら

れる。財政赤字を減少させようと国会では臨

時支出の増大を制限し、同時に、県、コ

ミューンに対しても地方公共税の引き上げ禁

止を要求した。地方公共税を引き上げた場合

には、国からの補助金を同額引き下げるとの

政策を実施している。その結果、コミューン

では学校教育（高校まで）、老人看護の費用

合理化、民間委託を強いられている。

年齢別では１８～２４歳の若年層と熟年層で納

税モラルに大きな違いがみられる。それはと

りもなおさず社会福祉の恩恵を得ているかど

うかの違いでもある。若年層では医療活動、老

人看護にはあまり関係がなく７０％の若年層は

正しく納税していないと調査結果が出ている。

一般労働者の間で「我々と彼ら（支配階

級）」の意識がみられる。仲間意識を強く

持っているのは一般労働者であり、高所得者

ではより独立して自分の社会的、経済的位置

を守ろうとする気持ちが強い（メトロ新聞、

２０００年２月９日）。

（１）今後の有望産業

スウェーデンではハイテク関連企業、技術

志向産業が将来の有望産業とされている。高

度ハイテク産業には、航空機産業、コン

ピューター・事務機器装置、テレコミュニ

ケーション、医薬産業が含まれる。中レベル

のハイテク産業には、科学測定装置、自動車

産業、その他エレクトロニクス産業、化学産

業、その他輸送設備（電車、ブルドーザーな

ど）、機械産業などが含まれる。

これらの産業が未来産業とされている。そ

してその研究開発を行っている理工系の高学

３．高福祉・コスト下での有望産業と

雇用創出・確保
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歴者（大卒）の６０％が公共部門（大部分は大

学、一部は防衛部門での公共研究機関）、約

３５％が民間企業に従事している。また民間企

業では、３分の２がサービス業（コンサルタ

ントなど）、４分の１が製造業に従事している。

しかし売り上げが年間、２０％以上の急成長

を遂げているのが情報技術（ＩＴ）関係事業

である。ＩＴ部門にはエレクトロニクス産業、

ＩＴ関連サービス産業が含まれる。そしてエ

レクトロニクス産業にはエレクトロニクス製

品メーカーが含まれ、ＩＴ関連サービス産業

にはテレコム会社（電話会社）、コンピュー

タコンサルタント、コンピュータサービス、

ＩＴ関連小売業（インターネット利用の電子

商取引など）が含まれる。

ＩＴの応用分野は多岐にわたるため新しい

統計は出ていないが、ＮＵＴＥＫのレポート

によるとＩＴ部門には９６年時点で１７万人が雇

用され、売り上げは４，２５０億クローネ、付加

価値は９２０億クローネと推定されている。そ

れはスウェーデンのＧＮＰの５％に相当して

いるが現在ではその比率はさらに高まってい

るとみられる。その中でエレクトロニクス産

業は、５万人を雇用し、２７０億クローネの付

加価値を創出した。特にエリクソン、ノキア

を代表とする移動電話メーカーの売り上げが

毎年、激増の一歩を辿っている。

ＩＴ関連サービス産業では９６年には１１万

５，０００人を雇用し、売り上げは２，０８０億クロー

ネ、付加価値６５０億クローネを生み出した。

この産業にはテレコム企業、コンピュータコ

ンサルタント、インターネットのプログラム

開発が含まれる。またスウェーデン上位１０社

が４０％の技術者を吸収し、その中で最大の雇

用主はテリア（Ｔｅｒｉａ）電話会社（政府系）

であった。

その結果ＩＴ部門の輸出は９６年には８１０億ク

ローネ、輸入は５８０億クローネとなり黒字を

計上した。またスウェーデンの全輸出の１４％

を占めた。対日貿易もスウェーデンの出超で、

その主要品目は自動車、テレコミュニケー

ション器具であった。

ＩＴ部門はほかへの技術転用が可能であり、

需要は無限大の可能性を秘めている。最近の

報道でも次のようにエリクソン、ノキアが他

産業にも進出中であることが指摘されている。

ノキアはスマートテレフォンコンセントを

導入し、エリクソンに挑戦している。エリク

ソンはキッチンを出発点としノキアは居間を

出発点としている。その新たな市場は莫大で

規模を予想するものは見当がつかないほどだ。

コミュニケーションの戦いは続行中で、１年

前にエリクソンは電話コンセントを利用した

ゲートウェイを「Ｅボックス」の名前で市場

に紹介した。それに対しノキアは類似の製品

を公表したが、オランダの電話会社ＫＰＮと

組んで今年秋にもケーブルテレビ利用客の

ネットワーク装置を発売する。ノキアでは米

国、欧州の２，０００～８，０００万世帯で５年以内に

この種の装置を購入すると判断しており、ノ

キアはその大手３社の１つになる考えだ。エ

リクソンもノキアのビジョンを肯定し、２００５

年には５０００万世帯でその装置を利用するとみ

ている。今年春には５年間でスマート家庭自

動管理の売り上げが４５０億クローネになると

算定している。ノキアコミュニケーションの

本部は、スウェーデンのリンショーピングに

置かれさらにフィンランド、米国にも研究所

が置かれている。ノキアの戦略は既に会社内

部にある技術を応用することで、スマートコ

ンセントのほかにテレビをインターネット

ターミナルに切り替えるシステムを開発済み

だ。さらにノキアは、ケーブルなしの移動テ

レビを開発しており２００１年にも市場に導入す

る考えだ。エリクソンは移動メディアターミ

ナルに関しては未公表だが、セビットのメッ

セ（ＩＴ見本市、ハノーバー）でそのプロト

タイプを公表するのではないかと噂されてい

る。ノキアはテレビ装置、エリクソンは台所

に重点を置いている。９９年秋にはエリクソン

４１ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．６



はエレクトロラックスと組んで「Ｅ２」を設

立し、家庭のコミュニケーション開発を行う

ことになった。Ｅ２には両社の技師が参加し

スマートキッチンを開発する。またＥ２はテ

レデンマーク（ＴｅｌｅＤｅｎｍａｒｋ）と組んで

２０００年春からデンマーク１００世帯で実験を開

始する。台所に重点を置くのは住宅関連の投

資の７０％が台所であり、自宅にいる時間の４０

％がそこですごされているからだと指摘する。

エリクソン、エレクトロラックスでは効用と

安全性を重視し、ノキアは娯楽を重視してい

る。娯楽が先に需要を作り出すとノキアでは

みており、白物家電メーカーよりも任天堂と

の提携に優先順序を置いている。スマート電

話の考えは他業種のメーカーも持っており

ＩＢＭ、マイクロソフト、サン、シスコが進出

を計画中で、シスコはエレクトロラックスの

ライバルであるウィールプールと提携してい

る。新しい自宅でのコミュニケーションとは

次のように自宅に対する遠隔操作を意味する

（２０００年２月１１、１３日付け ＤａｇｅｎｓＩｎ‐

ｄｕｓｔｒｉ紙）。

（２）有望産業・ベンチャー育成のための主

要施策の特徴と概要

スウェーデン政府はＩＴレポート「２０００年

代に向けての情報社会」で、ＩＴ部門の産業

は市場経済が主導的立場を取るべきであると

の立場を堅持しており、ワイドバンド情報網

（光ファイバー網などの全国的敷設）も民間

資本が行うべきとの立場を堅持している。政

府の役割はその発展を容易にすること、社会

全体でのＩＴ利用を促進させるための条件作

電話

移動電話

社ＰＣ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

Ｅ
ボ
ッ
ク
ス

室内調整

ビデオ操作

電話取次ぎ

自宅ＰＣ操作

電子レンジ操作

洗濯機操作

りをすることであると言明している。

その主要点は情報技術の利用を刺激するこ

とである。市民全員が知識、民主主義、公平

を高めるために情報技術利用の可能性を与え

ることであり、情報技術がもたらす経済成長、

雇用、競争力を利用することである。産業界

では特に重要だ。

情報・知識社会の発展を促進させるために

政府は法の整備、教育、情報提供を行うべき

と考え実施している。具体的には次のような

点がある。

①２０００年中にＩＴ社会にあった法の整備を行

う。例えばドメインなどの概念を法的に明

らかにする。

②知識、情報が教育組織全体に普及するよう

に整備する。例えば義務教育の段階で全て

の学校にコンピュータを設置し、インター

ネットを使用することが含まれる。生徒に

対してコンピュータの利用を教え、将来の

職業、個人生活に役立てることを意図し、

同時に将来のＩＴ製品、サービスの需要を

作り出す効果もある。政府は例えば

ＳＵＮＥＴ（インターネット網）と契約を結

び生徒に対して月に２５クローネでインター

ネットを提供している。

③社会情報を一般に提供する。その一環とし

て政府の紹介、国会での活動、法の全文提

示、社会案内ガイドの提供、公的組織の

ホームページの導入（既に実施済み）を行

うことが含まれる。

④地域社会の政策に、ＩＴ委員会ではＩＴ技術

の活用が重要であると結論し、そのために

次のようなことを行う予定である。

－各地域にあったＩＴ戦略を作成させる

－各組織（企業、公的機関など）を結び付

けるために既存のＩＴサポートシステム

を発展させる

－公的組織と企業の緊密化を図る

－一定の情報利用量を実現させるためにコ

ミューン参画のＩＴプロジェクトを推進
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させる

この目的のために政府はＩＴ関係予算を計

上し、ＮＵＴＥＫがその窓口になっている。

（３）ＩＴ産業育成による雇用創出確保への

取り組み

① 公的雇用創出・維持のための助成・支援策

スウェーデン政府はＩＴ産業に人材供給を

高め、インフラを整備することで助成、支援

を行っている。例えば大学、そのほかの公的

な調査、研究所での研究活動を刺激し、一定

の研究レベルを保つとともに研究者の層を厚

くし産業界への人的資源の供給、基礎研究の

資料提供を行っている。最近ではそのために、

スウェーデンの大学の数を１２から１５に増加さ

せ、また全国の幼稚園、小中学校、高校、大

学で情報技術の全国プログラムを９９年１月か

ら導入している。また大学ではＳＵＮＥＴの活

用を拡張し、研究レポートの検索、データ

ベースの検索を容易にし知識交換、研究者と

のコンタクト、インターネットによる僻地遠

距離学習の可能性を切り開こうとしている。

さらに各コミューンに存在する図書館をイ

ンターネットでつなぎ、最初の２年間は政府

がコスト負担する政策を打ち出している。教

師養成でも情報技術を必須科目にして、教員

のＩＴのレベルを向上させることを行ってい

る。

労働市場では９５年１１月から失業者に対して

職業銀行（ホームページ）を開き、求職者が

求人欄を自宅から見ることができる（もちろ

ん労働斡旋所でも無料で開放されている）よ

うになり国際的に注目された。また企業側か

らの求人に対して９７年に求人銀行を導入し、

求職者を探せるようになっている。そのマッ

チングが容易に行われることからリクルート

での費用が大幅に削減されている。

産業政策では以前に企業と大学、研究機関

の関係が密でなかった点を改良するために、

ＮＵＴＥＫがプロジェクトを組んでインター

ネットでの関係緊密化を図ることが行われ、

観光業界ではスウェーデンを世界に宣伝する

ためにホームページを作成するなどＩＴ技術

を使用した公告活動を９８年６月～９９年まで実

施することになった。予算は１，４５０万クロー

ネである。そのほかに文化、メディア、消費

者、健康医療政策、環境政策、輸送政策、身

体障害者・高齢者政策でのＩＴプロジェクト

が目白押しで実施され、社会の効率をあげて

いる。既に社会全体での情報産業・技術の利

用で、スウェーデンはニューエコノミー（高

い経済成長と低いインフレ）社会に突入して

いる。

② 人材の国外流出対策

労働力の移動はスウェーデンでは長期的ト

レンドである。ＥＵの３大原則の１つに労働

の自由な移動が謳われている。スウェーデン

では９０年代に入り特に高等教育履修者の国外

流出が目立っている。それはスウェーデン企

業の国際的進出や若者の国外旅行熱と関連性

があるかもしれないが、実態調査はまだ行わ

れていない。９８年になり理工学士、経済学士、

看護婦の流出が目立っていたが同時に帰国者

の数の増加も記録された。スウェーデンは福

祉社会を維持させることからも、国外からの

技術・研究移民を引き付けることが重要に

なっている。９８年での国外流出組は高等教育

履修者全体の０．５％を構成し、同時に帰国組

はそれとともに増加していた。その結果国外

流出の純流出率は９０年代には０．２５％で推移し

てきている。理工科系ではその比率は０．２５％、

経済学士では０．７５％を構成し９８年にはそれぞ

れ３００人ずつ国外に流出した。

特に若い学術者の流出が目立ち、２３～３４歳

の層は３５～４４歳の層の倍の流出が記録されて

いた。しかし同時期に帰国した学術者は３５～

４４歳で圧倒的に多い。同時に過去１０年間に国

外留学をする若者の数は大きく増加していた。

その移住先をみると８７～９８年の間では約３０
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％が北欧、４０％が西欧、そしてその他（北米

など）となっていた。北欧では特に、医師、

看護婦（ノルウェーで慢性的不足状態に陥っ

ており、同時にスウェーデンでは医療部門の

削減により労働力の余剰がみられていた）の

流出が目立ち、技師は西欧、北米に多く流出

していた。逆にスウェーデンに流入してきた

高等教育履修者はユーゴスラビア、東欧から

の移住が目立っているが、最近ではドイツ、

英国、フランス、オランダからの移住が目

立っている。後者ではハイテク特殊技術者が

多く含まれる。

スウェーデン政府の立場は、頭脳の国外流

出が必ずしも悪いとはみていない。国外で経

験を得て帰国することになれば、より能力開

発に役立つと考えているからだ。しかし問題

は国外永久滞在者数が増加することだ。同時

に国外からの技術者、研究者移民が増加し流

入、流出が一定になれば良好な移民政策であ

る。しかし実態は出超でまだ正確な数字はつ

かめていない状況だ。最近ではスウェーデン

における過疎地域の医師不足を補うために、

スペインで募集し数十人のスペイン医師が現

在スウェーデン語の集中講義を受けている。

これはＥＵの労働力の自由な移動の原則に

沿ったものだ。しかし国外への頭脳流出は、

産業界で特に理工学者を優遇しているとは思

われないこともある。

９９年２月２０日付けＤａｇｅｎｓＩｎｄｕｓｔｒｉ紙に

よれば、大企業１０社が技師の給料を押さえて

おり、その目的で「オクタゴン」と呼ばれる

カルテルを結成している。企業間の提携は２０

年間にわたり実施されてきており、「それが

スウェーデンから技師の国外流出を招いてい

る」とＳＩＦは批判的だ。技師の初任給をみ

ると１万８，３００～１万８，９００クローネの幅に集

中しておりその中にＡＢＢ、エレクトロラッ

クス、サンドヴィーク（Ｓａｎｄｖｉｋ）、サーブ、

ＳＫＦ、アルファラバル（ＡｌｆａＬａｖａｌ）、テ

トラパックなどの大企業の技師初任給が含ま

れる。既に９７年に企業間での給料提携に対す

る批判が出ており、カルテルが市場の原理を

阻害させ現在では技師不足が深刻になってい

る。ＡＢＢの労働組合代表のウェディン氏は

会社の二重モラルに批判的で、「短期的な利

潤拡大行為だ。大企業は大学教育履修者の国

外流出に愚痴をこぼしているがその理由は高

い税金だけではない。給料の低さも問題だ」

と指摘する。オクタゴンに加盟していない会

社はそれ以上の給料を出している。政府系の

テリアでは９８年卒業の技師の初任給を２万

１，２５０クローネにしている。ウェディン氏は

「カルテルが８０年代の初めに開始され、会社

のトップレベルで給料を押さえるために始

まった。１社で給料が決定されるとほかの企

業で同じような給料水準が決定された。しか

しカルテルの目的が最初は魅力的な技師とほ

かの技師との間の給料格差をつけることに

あった」とみている。「しかしそれは会社自

身が自らの首を絞める結果を招き、スウェー

デンの技術関連会社は競争についていけない

ようになっている」と彼は指摘する。ヨ－テ

ボリィ工科大学の学生自治体ではその知らせ

に対して苛立ち、多くの学生は国外実習を経

験しており、国外流出は雪だるま式に大きく

なると警告している。

国際的にみた電気技師の給料（月給）を比

較すると次のようになっている。

ストックホルム ２４，２００クローネ（月）

ヘルシンキ ２５，７００クローネ

アムステルダム ２９，６００クローネ

ベルリン ３０，７００クローネ

ニューヨーク ３３，６００クローネ

ブリュッセル ３４，４００クローネ

フランクフルト ４２，２００クローネ

チューリヒ ４７，０００クローネ

現実にスウェーデンからの技師の流出は多

く２０００年２月１４日付けのＤａｇｅｎｓＩｎｄｕｓｔｒｉ

新聞でも国外流出問題が浮き彫りにされてい

た。
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「低い給料が技師の国外流出を招いており

最近その数が加速している。９２年には５００人

が国外流出したが９８年には２，０００人に増加し

ている。２０００年にはその数が３，０００人になる

のではないか」と給料分析会社では指摘する。

２年前にカルマールの技師エリック・ランス

タッド氏はシスタのエリクソンからミュンヘ

ンのソニーに転職した。給料が倍で国外経験

を積めることが魅力的だったのだ。多くの職

場の同僚がこのことを話題にしていた。

「ミュンヘンでは快適に過ごしている。当初

は２年の予定だったがそれよりも長くなるだ

ろう」と彼は語っている。仕事は移動電話の

開発でエリクソンと内容は全く同じだ。違い

は給料だがミュンヘンでは４万３，０００クロー

ネ（月給）でスウェーデンでは２万１，５００ク

ローネだった。「最初の給料水準が高く、そ

の後の給料の値上がりはスウェーデンと変わ

らない。年間２～３％の伸び。自分は独身な

のでスウェーデンと同じような高い税率だが

子持ちとなると税率が下がる。数人のス

ウェーデン人は夫婦で来ているが税率が下が

るので妻が主婦をしていても経済的には全く

問題がない」と彼は指摘する。

以上の状況で９９年にＮＵＴＥＫ、産業省、

文部省、産業連盟、ＩＵＩ、ＳＡＦ、スウェーデ

ン投資庁（ＩＳＡ）が集まり、まず人材の国外

流出について正確な資料を集め、分析し、そ

のあとに政策を決定する予定だ。
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